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■ 昭和２４年 国民金融公庫設立
～戦後復興支援を目的として事業資金融資を開始

■ 昭和４５年 新規開業実態調査を開始

■ 平成１３年 国民生活金融公庫に名称変更

■ 平成２０年 日本政策金融公庫に業務承継

日本政策金融公庫とは － 沿革－
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日本政策金融公庫 本店

総融資残高

発足年月日 平成２０年１０月１日

根 拠 法 株式会社日本政策金融公庫法

資 本 金 ３兆９,０４６億円

準 備 金 １兆７,４８８億円

支 店 数 １５２支店

職 員 数 ７,３６４名

国民生活事業 ７兆１,２６１億円

農林水産事業 ２兆６,４２９億円

中小企業事業 ６兆１,８１９億円（融資業務）

総 裁 細川 興一

２０兆６８３億円

（注） １. 平成27年3月31日現在のものです。

２. 職員数は、平成28年度予算定員です。

日本政策金融公庫とは －プロフィール－
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日本政策金融公庫とは － 国民生活事業の特徴① －

（注）1.国民生活事業の数値は、普通貸付および生活衛生貸付の融資先企業の合計です。
2.国内銀行とは、都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行などです。
3.信用金庫および国内銀行の数値には、個人向け（住宅・消費・納税資金など）、

地方公共団体向け、海外円借款、国内店名義現地貸しを含みません。
（資料）日本銀行ホームページ

膨大な融資先企業数

■ 事業資金の融資先数は８９万企業
■ １企業あたりの平均融資残高は６８７万円と小口融資が主体

８，９５４万円３，７５８万円６８７万円
１企業あたりの

平均融資残高

２００万企業１１２万企業８９万企業融資先企業数

国内銀行計

（１３９行）

信用金庫計

（２６７金庫）
国民生活事業

【表】融資先企業数および１企業あたりの平均融資残高（平成２８年２月末）
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２０人以上
３.４％

■ 融資先の約９割が従業者９人以下
■ 各地域の住民の生活に密接な関わりを持った小企業が中心

融資先は小企業が中心

【図】従業者規模別融資構成比（件数） （平成２８年３月末）

（注）普通貸付（直接扱）及び生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。

４人以下
７０.９％

５～９人
１８．８％

１０～１９人
７．０％

■ 担保・保証人に頼らない融資を推進
■ 無担保融資の割合は全体の約７割強

無担保融資が主体

【図】担保別融資構成比（件数） （平成２８年３月末）

（注）普通貸付（直接扱）及び生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。

無担保融資
８１.３％

不動産等担保融資
１８.７％

日本政策金融公庫とは － 国民生活事業の特徴② －



２ 国民生活事業の創業支援の現状

8



9

21,250 
20,141 

18,478 18,125 
16,465 

19,469 

22,800 

26,010 26,465 

11,857 12,514 

9,900 8,695 
7,128 7,296 

9,955 

20,737 26,249 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

創業企業に対する融資（企業数）

新創業融資制度（件数）

■ 創業企業への融資は年間２６,４６５企業

■ 約１０５,０００人の雇用を創出（２７年度融資実績２６,４６５企業×平均従業者数４.０人 ）

国民生活事業の創業支援の現状 － 創業融資実績 －

【図】創業融資企業数の実績
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【図】創業融資企業数の実績（愛媛県）

創業企業に対する融資（企業数）
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18.7 

24.7 

20.5 

23.0 

13.4 

15.1 

9.7 

10.3 

25.3 

20.7 

12.4 

6.2 

調査時点

創業時

（平均14.8ヵ月経過）

１人（経営者本人を含む） ２人 ３人 ４人 ５～９人 10人以上

■ 創業時は3人以下が過半数
■ 調査時点では、創業時と比較して平均で１.5人増加

（％）

平均4.0人

平均5.5人

出典： 日本公庫 総合研究所「2015年度版 新規開業白書」

【図】創業者の従業者数（全国）

国民生活事業の創業支援の現状 － 創業企業の成長性 －



３ 国民生活事業の活動事例
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１ 団 体 連 携

２ セ ミ ナ ー

３ パブリシティ

４ 相 談 体 制

５ 審 査

６ フォローアップ
創業後

（具
体
化
）

創業前

≪団体連携≫
地方公共団体、商工会・商工会議所、
金融機関など
≪セミナー≫
団体連携先との共催セミナーにより、幅広く
創業者をサポート
≪パブリシティ≫
創業に関する動向などのプレス発表
HPなどのＩＴツールの活用

Ｂｒｕｓｈ

ｕｐ

成業率

ｕｐ

← 相 談 → ← 審 査 →

ノウハウ

活用

融

資

≪フォローアップ≫
創業後に発生した問題点の早期解決をサ
ポートし、顧客の経営健全化を推進するとと
もにノウハウを蓄積

国民生活事業の活動事例 － 創業支援スキーム －
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北海道

仙台

南関東

さいたま北陸

京都

名古屋大阪
高松

神戸広島

福岡

■ 創業サポートデスク 152支店

■ 創業支援センター 15ヵ所

■ ビジネスサポートプラザ 5ヵ所

熊本

多摩

東京

国民生活事業の活動事例 － 店舗等の体制 －
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 これから創業をお考えの方や創業し
て間もない方を対象としたフリーダイヤ
ルの相談サービス

 創業に関する専門スタッフが、日本公
庫の融資制度に関する質問のみなら
ず、事業計画書の策定方法など、創業
に関する様々なご相談に対応

 これから創業をお考えの方や創業し
て間もない方を対象としたフリーダイヤ
ルの相談サービス

 創業に関する専門スタッフが、日本公
庫の融資制度に関する質問のみなら
ず、事業計画書の策定方法など、創業
に関する様々なご相談に対応

【電話番号】 ０１２０ － １５４ － ５０５

自動音声ガイダンスによる案内後、「０」をプッシュしてください。

【営業時間】平日 ９：００～１９：００まで

（行こうよ！） （公庫）

国民生活事業の活動事例 － 電話相談 －
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国民生活事業の活動事例 － パブリシティ（情報提供） －

 ホームページで創業に役立つ情報を提供
 創業者の方にとって有益な情報誌を発信

セミナー情報

全国で開催しているセミ
ナー情報を一覧でご紹
介しています。

創業の手引・事例集 経営Ｑ&Ａ

「創業の手引」や先輩経
営者の事例を紹介する
「創業事例集」を作成し
ています。

経営に関するさまざまな
質問に専門家の方々が
お答えしています。

ホームページ http://www.jfc.go.jp/



受賞 高校名 プランタイトル

グランプリ
青稜高等学校
（東京都品川区）

「“ききゅう（木救）教室”で，学校生活
を快適にする！」

準グランプリ
香川県立
高松工芸高等学校

おへんろレンタサイクル ～四国八十八
ヶ所 慈転車参り ～

審査員特別賞

千葉県立
千葉商業高等学校

Reborn
～捨てられる地域資源、落花生の「カ
ラ」に新たな役割を！～

岐阜県立
大垣養老高等学校

グリーンカーテンに革命起こせ！
～冬でも楽しめる食用瓢箪カーテン～

静岡県立
富岳館高等学校

究極のエコ資材の可能性 ～被災地
の法面緑化～
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【グランプリ受賞者：青陵高等学校】

■ 高校生への起業教育の推進を目的として、「創造力、無限大∞ 高校生ビジネスプラン・グランプリ」を、

２５年度から開催（最終審査会の会場は、「東京大学伊藤謝恩ホール」）。
■ 第３回には、第２回を上回る264校（2,333件）のエントリーがあった。ビジネスプラン作成を通じ、問題

解決能力の向上を図るとともに、起業を身近に感じてもらうことで、起業予備軍の育成に貢献

○第３回 高校生ビジネスプラン・グランプリの開催結果

【プレゼンの様子】

国民生活事業の活動事例 － 高校生ビジネスプラングランプリ －

エントリー総数 264校【2,333件】

（第２回は207校【1,717件】）

出張授業実施先 183校

（第２回は148校）
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貸 付 対 象

次のいずれかに該当する方
○ 技術・ノウハウ等に新規性がみられる方

・ 特許権、商標権などの知的財産権を利用して事業を行う方
・ 国などから技術開発にかかる補助金の交付決定を受けて事業を行う方
・ 研究開発者が２人以上かつ常勤の役員および従業員の１０％以上を占める

方（法人設立後２年未満の株式会社に限る）
・ 試験研究費等が、売上高の５％超の方（法人設立後５年以上１０年未満の

株式会社に限る） など
○ 公的ファンド(注)から出資を受けた創業者の方（創業後７年以内）
○ 「経営革新計画」などの法認定を受けた方
○ 経営多角化・事業転換を図る方
○ 海外直接投資を行う方 など

貸 付 限 度 ４,０００万円（「事業承継・集約・活性化支援資金」をご利用の方は別枠４,０００万円）

貸 付 期 間 ５年１ヵ月以上１５年以内

貸 付 利 率 毎年の業績に応じた利率

担保・保証人 無担保・無保証人

金融検査上
の取扱い 金融機関の資産査定において自己資本とみなしうる。

（注）独立行政法人中小企業基盤整備機構が出資する投資事業有限責任組合（以下、本資料において同じ。）

国民生活事業の活動事例 － 資本性ローン（概要） －
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■ 疑似的な自己資本の強化による信用力の向上が可能です。

■ 株式ではないため既存株主（ＶＣ等）の持株比率を低下させる

ことなく、資本性資金の導入が可能です。

■ 返済元金は期限一括償還であり、資金繰りが安定します。

■ 民間金融機関にとっては、取引先の格付の上方遷移（維持）が

可能となることおよび劣後特約が存在することにより、支援し

やすくなります。 （呼び水効果）

国民生活事業の活動事例 － 資本性ローン（メリット） －

資本制ローンの特徴（メリット）



４ 連携によるサポートの必要性
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連携によるサポートの必要性 － 創業費用 －

32.5 31.8 20.5 15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ26年度

５００万円未満 ５００万～１，０００万円未満

１，０００万～２，０００万円未満 ２，０００万円以上

【図】創業費用の分布（平均値１,２８７万円、中央値７００万円）

63.4 23.9 6.8

3.1 2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26年度

金融機関からの借入 自己資金 配偶者・親等 友人・知人等 その他

【図】創業費用の資金調達

出典： 日本公庫 総合研究所「2015年度版 新規開業白書」
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増加傾向 横ばい 減少傾向

出典： 日本公庫 総合研究所「起業意識に関するアンケート」

31.9%

28.6%

25.2%

59.7%

52.4%

53.0%

8.3%

19.0%

21.8%

50%以上100%未満

0%超50%未満

0%

【図】金融機関からの調達割合と現在の売上状況

連携によるサポートの必要性 － 資金調達と売上 －

 資金調達と売上げ基調には相関が存在
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13.3%

17.2%

31.7%

40.0%

64.5%

51.8%

46.7%

18.3%

16.5%

かなりの不足があった

多少の不安があった

希望通り調達できた

【図】開業費用調達額に対する満足度と現在の売上状況
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出典： 日本公庫 総合研究所「2015年度版 新規開業白書」

（％）
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創業支援における金融機関の役割 － 資金調達・資金繰り －

 資金調達・資金繰りに潜む課題

【図】創業時に苦労したことおよび現在苦労していること
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30.9%

55.9%

69.1%

44.1%

出典： 日本公庫 総合研究所「2011年度版 新規開業白書」

対象：2006年９月に創業した企業

86.8% 4.1% 6.7%

存 続 自主的廃業

非自主的廃業

存 続

廃 業

黒字基調 赤字基調
平均値 中央値

存 続 80.7％ 78.3％

廃 業 62.9％ 60.0％

各企業の創業１年目の状況は…

創業支援における金融機関の役割 － 目標売上高 －

 目標売上高と創業企業の存続・廃業には相関が存在

【図】創業企業の存続・廃業状況（創業４年目の年末時点）

【図】創業企業の目標売上達成率 【図】創業企業の採算状況（企業分布）
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どんなにたくさんの企業が生まれたとしても、

開業後短期間に廃業するような企業では経済の

活性化には結びつかない。新規開業企業を

量 的 に 拡 大 す る と い う 観 点 だ け で は な く 、

存 続 し う る 企 業 を 生 み 出 す こ と 、 す な わ ち

質的充実を図るという観点こそが重要である。

出典：「新規開業企業の成長と撤退」樋口美雄ほか 勁草書房

最後に…


